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不適切な事務処理等事案に対する「再発防止への取組」の実施状 

況の点検結果の概要（案） 

（令和元年１月 文書法制課） 

 

 平成２８年度以降にコンプライアンス推進委員会において「再発防止への取

組」を取りまとめた事案について、チェックシートをもとに、所管課において

実施状況の点検を実施したところ、すべての項目について、再発防止策を実施

できていました。（再発防止策の対象となる事務が発生していないため、現時

点で点検できない項目を除く。） 

 今後は、毎年度の「コンプライアンス推進基本方針に基づくリスクの確認」

にあわせて、各所管課が事務の実施状況を確認し、再発防止のために新たに実

施した取組があれば、報告を求めるものとします。 

 再発防止策の実施状況の概要は、次のとおりです。 

 

１ 事案発生課等の取組について 

 

 (1) 総務部契約検査課［p.7］ 

   事案（工事発注に係る落札決定の誤り）の発生を踏まえ、チェックリス

トやマニュアルの再整理を行ったほか、担当以外の職員による確認を加え

る等の事務処理の見直しを行いました。 

 

 (2) 福祉部高齢介護課［p.8］ 

   事案（介護保険料の賦課決定の誤り）の発生を踏まえ、算出プログラム

の修正を行いました。また、保険料の算定手順や税制改正等の情報を共有

するため、市民税課との勉強会を開催し、算定手順を図式化しました。 

 

 (3) 建設部道路整備課［p.3,9］ 

   事案（土地収用手続における法令違反、事務処理ルールによらない物件

補償契約の締結）を踏まえ、工事の執行管理等のチェックリストを共有

し、他の職員の進捗状況の把握に努めました。また、土地収用事務におけ

る法令遵守を徹底するため、「土地収用事務マニュアル」を作成しまし

た。 
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 (4) 建設部公園課［p.13］ 

   事案（事務処理ルールによらない電気供給契約等）の発生を踏まえ、共

有フォルダの活用による予算執行状況や事務進捗状況の相互確認を開始

し、事業の遅延や未払の未然防止を図りました。 

  

(5) 上下水道局［p.4-6,10］ 

   事案（公共下水道汚水の誤接続、施工監理に係る不適切な事務処理ほ

か）の発生を踏まえ、定期的に各担当内で打合せを行い、工事等の進捗状

況を共有・確認するとともに、執行状況に応じて担当内の仕事の割振りを

変更するなど、計画的な事務執行に努めました。 

 

２ 全庁的な取組について 

 

(1) 職員研修に関すること［p.10,11］ 

   会計、契約及び文書の実務並びに倫理を内容とする「基礎・基本に立ち

返る研修」を新たに実施しました。また、技術職員の集合研修や階層別研

修等の場において、事務処理のルールの徹底やコンプライアンス意識の醸

成を図りました。 

 

 (2) 公印の使用に関すること［p.11］ 

   公印の適正使用に関する説明会を開催し、公印管理者に対して、公印使

用の手続の徹底と業務時間外における確実な場所での公印の厳重保管等を

要請しました。また、全ての職員に公印の重要性を再認識してもらうよ

う、庁内通知等により周知を図りました。 

 

 (3) 支出事務処理に関すること［p.11,12］ 

   各課等における事務を軽減するとともに、支払漏れを防ぐため、電気、

電話等の公共料金を口座一括振替により支払うシステムの導入について準

備を進めたほか、疑義が生じた伝票について各課等への指導を行う等、審

査体制の強化を図りました。 



1

庁内外を
横断した
複数の視
点による
確認

－
道路整備
課

2 －
道路整備
課

3
マニュア
ル等の整
備

実施済
道路整備
課

4 実施済
道路整備
課

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号

H2902_01

土地収用手続の検討段階か
ら文書法制課や顧問法律事
務所に相談や確認を求め
る。

土地収用に関して多くのノ
ウハウを有している神奈川
県や横浜市等の他団体から
の教示を受ける。

土地収用の手順や注意すべ
き事項をマニュアルや
チェックリストとして整備
し、関係書類の保存や事務
の引継ぎを徹底する。

マニュアル等はファイルを
共有し、全職員が確認でき
るようにする。

（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

現在、該当事例がないが、
該当事例の発生に備えて準
備中（実施は該当事例の発
生時）

現在、該当事例がないが、
該当事例の発生に備えて準
備中（実施は該当事例の発
生時）

平成29年5月8日「秦野市土
地収用事務マニュアル」を
作成した。

道路整備課執務室に書類保
管及び道路整備課サーバー
内にデータ保管している。

事　案

土地収用手続における法令違反行為

点検実施年月

H29.2.14 R1.9

所管課
実施の詳細

項
番

大項目 小項目 実施状況

再発防止の取組
策定年月日
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1
処理手順
の共有

実施済
経営総務
課

2 実施済
経営総務
課

3
適債性の
確認

実施済
経営総務
課

4
職員の当
事者意識
の醸成

実施済
経営総務
課

5 実施済
経営総務
課

事案発生後に作成した「下
水道事業債借入事務手順
書」について、起債事務担
当課と事業担当課で共有し
ているが、その効果を改め
て検証する。

庁内ＬＡＮのパソコン上で
手順書を共有して起債担当
課と事業担当課が相互に確
認し、適宜見直しを行い、
情報共有を行っている。
人事異動により担当者が変
更となる場合にも対応でき
るよう、水道事業と借入手
順を統一させるための検討
を行っている。

財政課や神奈川県への確認
を怠らないことについて事
務処理手順に組み入れる。

適債性に疑義が生じた場合
には、局内での検討、財政
課や神奈川県への確認を事
務処理手順に組み入れると
ともに、適債性が確実な事
業のみを起債対象としてい
る。

局内会議等において、スケ
ジュール等の共有・確認を
行う機会を設定する。

局内会議等において、情報
共有・確認を行うととも
に、起債担当課は新たに借
入額の一覧表を作成し、事
業担当課と共有・確認を
行っている。

職員研修などを通じた所属
職員の資質向上や意識醸成
について一層強化する。

借入時期や予算編成時にお
いて、管理職職員、起債担
当者、工事担当者とで打合
せの場を設け、情報共有・
確認を行うことで、関係職
員の意識の醸成を図ってい
る。
また、財務研修や起債担当
者会議等に参加し、職員の
資質向上や意識の醸成を
図っている。

管理職職員は、起債事務担
当者、工事担当者の当事者
意識を醸成させるため、
日々積極的なコミュニケー
ションを図り、指導監督に
当たる。

借入時期や予算編成時にお
いて、管理職職員、起債担
当者、工事担当者とで打合
せの場を設け、情報共有・
確認を行うことで、関係職
員の意識の醸成を図ってい
る。
また、上下水道事業間で手
順や実施時期等を統一する
ことについて、検討を行っ
ている。

H2902_02 下水道事業債の過大借入れ H29.2.14 R1.9

項
番

大項目 小項目 実施状況
実施の詳細

所管課（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月
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1
現地確認
等の徹底

実施済 営業課

2 実施済 営業課

3 実施済 営業課

4
管路網図
の電子化
及び活用

実施済 営業課

5
マニュア
ル等の整
備

実施済 営業課

6
事業者へ
の対応

実施済 営業課

申請書類の確認の際には、
詳細な現場写真を添付させ
るなど、確実に確認できる
内容に改める。

下水道指定工事店に対し
て、平成29年3月27日付けで
申請書類に公共汚水桝の現
地写真の添付を義務付けた
ことを通知し、申請時に書
類の確認・審査を行ってい
る。

計画的に電子化を図り、申
請の審査時において管路網
図の確認を処理手順に組み
入れる。

汚水桝の設置について、下
水道管網図（マッピングシ
ステム）による台帳の確認
を審査手順に組み入れ、審
査を行っている。

業務マニュアルやチェック
リストを整備し、活用する
とともに、事務引継を徹底
する。

完成検査時の確認など業務
マニュアルを整備し事務処
理を行っており、事務引継
の際には業務マニュアルの
確認を徹底している。

市指定の下水道工事店に対
し、適切な申請書の作成や
現地確認の徹底がなされる
よう、指導方法を見直す。

下水道指定工事店に対し、
申請図面には汚水と雨水の
配管経路を明記し、正しく
分離して接続することを指
導している。

実施状況
実施の詳細

所管課（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

完成検査業務の委託化によ
り、市職員1名から受託事業
者の検査員2名で行うように
なり、更に受託事業者が検
査した書類を市職員が確認
することで、二重の確認を
行っている。

給排水関係の検査業務につ
いて委託化を進める中で受
託事業者が一括して情報管
理を行うことにより事務処
理にミスが生じないように
する。

平成29年7月から完成検査業
務を民間事業者に委託し、
受託事業者が管理する情報
をデータで受け取り、その
データを用いて事務処理を
行っている。

受託事業者と職員による複
数の視点での確認など、手
続の徹底が図られる体制を
強化する。

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月

H2902_03 公共下水道汚水の誤接続 H29.2.14 R1.9

項
番

大項目 小項目
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1

給水事務
と下水道
使用料賦
課事務と
の連携強
化

実施済 営業課

2

複数の視
点による
確認の徹
底

実施済 営業課

3 実施済 営業課

4
他の自治
体との情
報共有

実施済 営業課

5

職務遂行
上の姿勢
とリスク
マネジメ
ント

－ －

下水道使用料の賦課に至る
事務処理の各手順におい
て、複数の視点による確認
を徹底する。

事務処理フローにより、受
託事業者と市が連携し、複
数人による相互確認を行っ
ている。

県内自治体間での情報交換
やヒヤリ・ハット事例の共
有について検討する。

県内の20自治体が参加する
下水道使用料事務連絡協議
会や、県下水道課がとりま
とめの「質問ボックス」に
より、様々な情報を共有
し、事務処理の効率化や事
務処理ミスの防止に努めて
いる。

管理職職員は、「人為的ミ
スは発生する」という認識
を常に持ち、これを予見・
回避し、また、発生した場
合の影響を最小限に抑える
リスクマネジメント能力を
備えておく必要がある。

（理念的な対策のため、進
捗管理の対象外とする。）

実施状況
実施の詳細

所管課（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

排水設備完成検査情報によ
り明細地図への明記を行
い、月に1度、料金システム
から期間内に開栓した水道
メーターのうち下水道使用
料が賦課されていないデー
タを抽出し、排水設備明細
地図との突合を行ってい
る。

水道の給水事務担当と下水
道使用料賦課事務担当との
一層の連携を図る。また、
給排水検査業務と下水道使
用料賦課業務の受託事業者
による一致の確認を徹底す
るとともに、上下水道局に
おいても情報の確認・共有
を行う手続を設定する。

平成29年7月から上下水道料
金等包括委託業務に給排水
完成検査業務を加え、給排
水工事申請から完成検査、
賦課データ作成までの事務
処理フローを作成し、受託
事業者と市で情報の共有・
確認を行っている。

水道が使用開始されたもの
の中から下水道使用料を賦
課していないデータを抽出
し、排水設備と完成検査実
施情報との突合を定期的に
行う。

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月

H2903_01 公共下水道使用料の賦課漏れ H29.3.22 R1.9

項
番

大項目 小項目
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1
マニュア
ル等の整
備

実施済
契約検査
課

2 実施済
契約検査
課

3
事務処理
の見直し

実施済
契約検査
課

4 実施済
契約検査
課

各データを入力後に自動計
算するなど、表計算ソフト
をより活用するよう見直
す。その際は、直接工事費
や算定に係る計算式など、
各要素が表上で見える工夫
をする。

平成30年4月1日から「公契
約関連モデル」用の表計算
ソフトを作成し、開札時に
算定過程と結果をクロス
チェックしながら落札候補
者を決定ができるようにし
た。加えて他市の事務処理
状況を研究し、システムの
導入等について検討してい
る。

（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

担当者間での事務引継ぎに
おいては、関係する複数の
職員が十分に確認できる形
で行う。

平成29年11月から事務引継
ぎは、引き継ぎを受ける者
に口頭と文章の両方で直接
行うとともに、メール等を
活用し、その内容を関係す
る職員に周知し情報共有す
るようにした。

契約に関する一連の事務処
理の流れをマニュアル化や
チェックリスト化し、課内
で共有する。

平成30年4月1日から事務処
理ごとにチェックリストや
マニュアルを再整理すると
ともに、原稿を共有フォル
ダーに保管し、課内で参照
できるようにしている。ま
た、マニュアルは随時見直
すとともに不定期・不定形
の事務処理については注意
書きとして都度加筆してい
る。

総合評価方式における算定
手順の確認等を、開札開始
前までに時間的な余裕を
持って行う。

それまで開札時に行ってい
た職員間での読合せによる
チェックを平成29年11月か
ら事前に行うようにした。
更に、開札時において担当
以外の職員による別視点か
らの再度確認を行うように
した。

H2912_01 工事発注に係る落札決定の誤り H29.12.13 R1.9

項
番

大項目 小項目 実施状況
実施の詳細

所管課

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月
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1

市民税課
との連携
による算
出プログ
ラムの修
正

実施済
高齢介護
課

2

関係課間
で保険料
等算定等
に係る情
報共有

実施済
高齢介護
課

3 実施済
高齢介護
課

4

事務処理
手順等の
確認の徹
底

実施済
高齢介護
課

税制改正に伴うシステム変
更の際には、さまざまなパ
ターンを想定した確認用の
チェックリストを整備し、
複数の視点により正しく手
直しされているか確認す
る。

平成30年6月実施
以後、毎年本算定前に実施

（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

介護保険料のシステムにお
いて独自に算出するのでは
なく、市民税課の合計所得
金額算出プログラムの利用
を検討する。

市民税課の合計所得金額を
算出するプログラムの修正
を情報政策課へ依頼し、平
成30年3月に修正を実施し
た。

保険料算定の基礎となる税
制改正の情報が確実に入手
できるよう市民税課等と連
携する。

税制改正や、介護保険法改
正など関連する情報の共有
に努めている。
また、市民税課と連携し、
市民税算定に関する勉強会
を毎年6月頃に実施してい
る。

算出プログラムにおいて収
入額や控除額がどのように
関わり、どのように計算さ
れた結果なのかについて、
その手順を図式化し関係課
間で共有する。

平成29年12月実施

H2912_02 介護保険料の賦課決定の誤り H29.12.13 R1.9

項
番

大項目 小項目 実施状況
実施の詳細

所管課

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月
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1

職員の意
識を高め
る研修の
実施

実施済
道路整備
課

2
事務処理
の進行管
理の徹底

実施済
道路整備
課

3 実施済
道路整備
課

実施済
文書法制
課

実施済
建設総務
課

平成30年12月27日に公印管
理課等の長に対し適正使用
に関する説明会を開催し、
平成31年1月4日付けで公印
使用の手続の徹底について
庁内通知により周知した。

（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

職場内でのＯＪＴに加え、
職員研修を継続的に実施す
る。また、仕事の進め方や
進捗状況のフォローなど、
職場で人材を育成するとい
う姿勢を明確に意識する。

職員研修等については、若
手職員に積極的な参加を促
している。
また、仕事の進め方や進捗
状況のフォローなどは、上
司や先輩職員により、丁寧
な指導を行うように心がけ
ている。

現状の予算管理に工事の執
行管理を加えるなど、
チェックリストを見直し、
複数の視点で確認を行う。

予算管理のチェックリスト
とは別に、工事の進行管理
等のチェックリストを併用
している。また、チェック
リストのファイルをＰＣ内
に共有させることで、複数
の視点での確認も行えてい
る。

業務の進捗状況を相互に確
認できるよう、定期的な
ミーティングの設定等によ
り課内、担当内のコミュニ
ケーションをとる。

課内会議、班内会議を定期
的に行うことで、他の担当
者の進捗状況を把握できる
ように努めている。
また、日常業務の中で課長
代理等ができる限り担当職
員へ声かけをおこなうこと
で、風通しの良い職場を目
指している。

令和元年9月12日に建設部全
職員に向けて公印使用の
ルールをメールにて周知し
た。勤務時間後については
会計課の金庫において保管
する。

4
公印管理
の徹底

公印を使用する際は、承認
後に押印するという基本
ルールに従った使用の徹底
を図る。また、適正な公印
管理について全庁的に周知
を行う。勤務時間後につい
ては、会計課の金庫に預け
るなど、確実な場所での厳
重保管を徹底する。

H2912_03
事務処理ルールによらない物件補償契
約の締結

H29.12.13 R1.9

項
番

大項目 小項目 実施状況
実施の詳細

所管課

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月
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1

研修等の充
実による職
員のコンプ
ライアンス
意識及び資
質の向上

実施済
下水道施
設課

2 実施済 人事課

3

事務処理
手順の再
確認と確
実な履行

実施済
下水道施
設課

4

組織内で
の施工監
理の情報
共有

実施済
下水道施
設課

5 実施済
下水道施
設課

6

施工スケ
ジュール
の管理の
徹底

実施済
下水道施
設課

施工監理に係る手順全体を
改めて確認・徹底する。ま
た、ルールや書式が実態に
即していることを随時確認
の上、必要に応じて見直
し、管理職員等による
チェックを行う。

各担当で所管業務が異なる
ため、担当毎に打合せを行
い、工事等施工監理に係る
手順全体を随時確認・見直
しを行うとともに、管理職
職員等によるチェックを確
実に行っている。

管理職職員のリーダーシッ
プのもと、課内等における
打合せや進捗状況の確認等
を定期的に実施し、組織内
での情報共有を徹底する。

定期的に各担当内で打合せ
を行い、工事等の進捗状況
を共有・確認し、課長へ報
告している。また、課内で
「工事等執行管理表」を共
有し、複数の管理職職員が
相互に執行状況を確認する
よう努めている。

工事主管課は、完成書類の
不備や内容の確認を徹底し
たうえで、契約検査課に完
成検査を依頼するよう改め
て周知する。

完成書類の不備や内容確認
の徹底について、課内会議
で周知・指導するととも
に、工事担当者及び管理職
職員は、必要書類のチェッ
クリストを使用し確認して
いる。

施工スケジュールの管理を
徹底するとともに、状況の
変化に応じ的確に対応でき
るよう、より計画的な執行
に留意し、工程に余裕を
持った中で管理を行う。

定期的に各担当内で打合せ
を行い、工事等の進捗状況
を共有・確認するととも
に、執行状況に応じて担当
内の仕事の割振りを変更す
るなど協力して計画的な執
行に努め、その状況を課長
に報告している。

実施状況
実施の詳細

所管課（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

平成31年1月22日
公共工事における不当要求
対処研修（土木職5級以下職
員）
H31年2月6日
土木工事積算演習（土木職3
級以下の希望職員）
H31年8月7日
初級技術者研修（土木職・
建築職）

法令の遵守や適正な設計・
施工監理の徹底について、
特に工事に携わる職員に改
めて周知・啓発する。

法令の遵守や適正な設計・
施工監理の徹底について、
課内会議で周知・指導を
行っている。

さまざまな階層の技術職員
を対象とした庁内集合研修
（勉強会）を拡充して継続
的に実施し、コンプライア
ンス意識及び資質の向上を
図る。

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月

H3001_01
平成２８年度第１号公共下水道大根・鶴巻処
理区枝線整備工事（鶴巻２工区）の施工監理
に係る不適切な事務処理

H30.1.29 R1.9

項
番

大項目 小項目
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1

財務事務
処理に係
る研修等
の徹底

実施済 人事課

2 実施済 財政課

3

支出事務
処理に係
る進捗管
理

実施済 会計課

4

支出命令
票の審査
における
チェック
体制の強
化

実施済 会計課

5 実施済 会計課

6

公印使用
承認時に
おける
チェック
の強化

実施済
文書法制
課

公印使用場所への決裁済原
議書等以外の書類の持込を
禁止するとともに、公印を
管理する課等において、決
裁済原議書との照合をさら
に徹底する。

平成30年12月27日に公印管
理課等の長に対し適正使用
に関する説明会を開催し、
平成31年1月4日付けで公印
使用の手続の徹底について
庁内通知により周知した。

支出命令票のチェック項目
を再度見直すとともに、疑
義が生じた伝票について、
担当課の管理職職員や予算
主任とその情報を共有し、
注意・指導を徹底する。

日々の支払処理業務のなか
で、疑義が生じた伝票につ
いては、会計課担当内で規
則等の確認を行い、担当課
に指導をしている。

財務規則をはじめ、会計上
のルールや基準等の周知徹
底を図る。

平成31年1月21日
基礎・基本に立ち返る研修
平成31年4月10日
新採用職員研修
令和元年5月16日
第２部研修

定期的な支出事務処理は、
管理職員が処理状況などを
常に確認できるチェック表
等を作成し、必要な処理を
複数の職員が確認できるよ
う情報を共有する。

事案発覚後、1年を経過する
ことから、この事案につい
て再認識して再発防止に努
めるべく今後、通知や会議
の中において啓発を図る。

実施状況
実施の詳細

所管課（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

令和元年5月9日付けで
チェックシートを各課に送
付済

支払の処理、予算の流用な
ど財務事務処理の手続、地
方公務員としてのリスク対
応やモラルに関する知識の
習得などについて実務レベ
ルでの研修を行う。

平成31年1月21日
基礎基本に立ち返る研修
（会計・契約・文書・倫
理）
（各課等の庶務担当者1名）
令和元年7月30日
コンプライアンス推進に関
する職員研修（各課等の
長）

予算の流用について、分か
りやすく、簡易に確認でき
るチェックシートを作成す
るとともに、財務事務処理
に関する相談体制を充実さ
せる。

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月

H3012_01
事務処理ルールによらない電気供給契
約等

H30.12.17 R1.9

項
番

大項目 小項目
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実施状況
実施の詳細

所管課（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月

H3012_01
事務処理ルールによらない電気供給契
約等

H30.12.17 R1.9

項
番

大項目 小項目

7

管理職職
員におけ
る事務執
行の適正
管理

実施済 人事課

8 実施済 人事課

9 実施済
文書法制
課

10 実施済 人事課

11

口座一括
振替シス
テム化へ
の対応

実施済 会計課

請求書等の文書は、原則と
して課等の長が勤務する施
設で収受し、担当者に回付
するルールを徹底する。課
等の長が不在の場合や緊急
時における文書収受の方法
を明確化する。

平成31年1月4日に庁内通知
により、郵便物等の送付先
について課等の長が収受
し、その内容を確認したう
えで担当者に必要な処理の
指示ができるよう、送付先
の変更等の対応を依頼し
た。

管理職職員の決裁に使用す
る印鑑について、適切な管
理を徹底する。

平成30年12月18日に副市長
名により「コンプライアン
スの確保について」依命通
達した。
また、通達を踏まえ、各職
場での話し合いを求め、結
果をコンプライアンス推進
委員会に報告した。

公共料金を口座一括振替に
より支払うシステム等の早
期導入について検討する。

令和2年1月に開始予定で準
備中。

管理職職員は、事務の進捗
状況を確認するなど、職場
内全体の円滑なコミュニ
ケーションに配慮した指
導・助言に努める。

課等の長と別の職場に勤務
している職員には、職場内
での連携を密にするための
担当内及び課内ミーティン
グを習慣化する。

平成30年12月18日に副市長
名により「コンプライアン
スの確保について」依命通
達した。
また、通達を踏まえ、各職
場での話し合いを求め、結
果をコンプライアンス推進
委員会に報告した。

平成30年12月19日に副市長
名により「コンプライアン
スの確保について」依命通
達した。
また、通達を踏まえ、各職
場での話し合いを求め、結
果をコンプライアンス推進
委員会に報告した。
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実施状況
実施の詳細

所管課（一部実施・未実施の場合は
その理由と実施予定の年月）

不適切な事務処理事案に対する再発防止への取組　実施点検シート

整理番号 事　案
再発防止の取組
策定年月日

点検実施年月

H3012_01
事務処理ルールによらない電気供給契
約等

H30.12.17 R1.9

項
番

大項目 小項目

12
（事案発
生課の自
己評価）

実施済
スポーツ
推進課・
公園課

【参考】市民部長Ｈ30自己
評価（H31.3）より抜粋

職員の法令順守の意識や適
正な事務処理を徹底すると
ともに、スケジュール管
理、職員相互の報告・連
絡・相談により情報共有を
密に行い、事務執行が複数
の視点から確認できるよう
に改めてチェック体制の強
化を図る。

・平成31年4月からグループ
ウェアのスケジュールを課
内全員入力しており、毎
朝、チェックし、職員のス
ケジュールを把握してい
る。
・平成31年4月から共有フォ
ルダで、予算執行状況の
データについて、課内全員
が確認でき、予算主任・各
担当者も常に確認し、ダブ
ルチェック機能が働いてい
ており、事業の遅延・未払
の未然防止をしている。
・令和元年5月から事業が大
きいものは、担当者からス
ケジュールの提出があり、
事業の進捗状況を一緒に把
握している。
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